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(百万円未満切捨て)

１．2024年３月期第２四半期の連結業績（2023年４月１日～2023年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期第２四半期 2,929 12.6 541 7.9 466 △5.7 300 △10.9
2023年３月期第２四半期 2,602 14.7 501 15.1 494 3.5 337 △3.7

(注) 包括利益 2024年３月期第２四半期 399百万円( △14.2％) 2023年３月期第２四半期 465百万円( 48.9％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第２四半期 25.57 25.10

2023年３月期第２四半期 28.58 27.88
　　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2024年３月期第２四半期 6,448 4,370 67.8

2023年３月期 5,797 4,090 70.6
(参考) 自己資本 2024年３月期第２四半期 4,370百万円 2023年３月期 4,090百万円
　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 － 0.00 － 11.00 11.00

2024年３月期 － 0.00

2024年３月期(予想) － － －

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

2024年3月期の配当につきましては、引き続き未定としております。配当予想額の開示が可能となった時点で速や
かに公表いたします。

　

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,400 22.0 1,350 33.5 1,369 36.4 963 67.9 81.95
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年３月期２Ｑ 11,891,440株 2023年３月期 11,873,840株

② 期末自己株式数 2024年３月期２Ｑ 126,638株 2023年３月期 126,638株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2024年３月期２Ｑ 11,752,068株 2023年３月期２Ｑ 11,797,135株
　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予
想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４ページ「１．当四半期
決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

① 経営成績

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）予防を目的とした行動

規制が緩和されるなど、徐々に経済活動は持ち直しを始めてまいりましたが、ロシア・ウクライナ情勢の長期化によ

る物価上昇に加え、世界的な金融引き締めを背景とした円安進行などもあり、国内外における経済の見通しは依然と

して先行きの不透明な状況が続いております。

　このような環境のもと、当社の属する情報サービス産業におきましては、ビッグデータ、IoT、人工知能（AI）等の

IT技術革新が加速度的に発展し、市場の拡大が引き続き見込まれる一方で、国内でこれらの開発を担う人材の不足が

懸念されております。

　このような状況の中、グローバル事業においては、主にフィリピンを拠点とする効率の高いオフショアリソースを

活用したITアウトソーシング及びソリューション開発事業を展開しており、「ソフトウェアテスト等の実行・管理の

自動化（Automation）」「ビッグデータと分析（Analytics）」「人工知能（AI）」等のコア技術を活かし、医療、金

融/公共、自動車、製造業及び流通/小売・サービス業等に向け、数々のソリューションを継続して提案しておりま

す。さらに旺盛な引き合いを背景に、予想される大型開発需要や既存の主要顧客や成長市場での新たなソリューショ

ンに係る受注に対応すべく、これまでの積極的な新規採用や即戦力としての中途採用に加え、高難度のプロジェクト

マネジメントを担う人材や成長市場にて必須となる技術分野に特化した高度人材の獲得・育成を実施しております。

　メディカル事業においては、医療機関向けレセプト点検ソフトウェア『Mighty』シリーズのシェア拡大に向けた取

り組みを継続しております。2023年５月、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い医療機関におけるアフターコ

ロナへの対応が開始され、働き方改革関連法が、2024年４月から医師にも適用されることと相まって医療機関におけ

るDX化が加速しており、働き方改革に寄与するメディカル事業ソリューション「MightyChecker®」シリーズ、及び

「Mighty QUBE®」シリーズの引き合いが増加しております。「レセプト点検×AI」を実現した次世代型レセプトチェ

ックシステム「MightyChecker® EX」の引き合い及び販売も大手医療機関を中心に好調に推移し、レセプト点検ソフト

「MightyChecker®」シリーズ、さらにはオーダリングチェックソフトの「Mighty QUBE® Hybrid」に代表されるストッ

ク型ビジネスを、盤石な収益基盤として確立しております。さらにはクラウドコンピューティングを活用したレセプ

ト点検の推進や、学会や健保組合等へのデータ分析事業の取り組みの実施など、事業ポートフォリオの構成を変革し

たことにより、前倒しにて実施した高収益モデルの確立による効果が継続発現しております。

　また、当社事業戦略のスローガンの１つである、「当社知財等を活用した新規事業の育成」においては、2020年９

月より提供を開始した保険業界向け業務効率化ソリューション「保険ナレッジプラットフォーム」の横展開を推進し、

複数の生命保険会社との実証実験を含めた具体的な商談を経て、受注を獲得しております。同時に、同プラットフォ

ームにおける新たなDXメニューの開発にも着手しており、来期以降の磐石なSaaS収益の発現に向けた取り組みを行っ

ております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高2,929,925千円（前年同四半期比12.6％増）、営業利益

541,162千円（前年同四半期比7.9％増）、経常利益466,626千円（前年同四半期比5.7％減）、親会社株主に帰属する

四半期純利益300,512千円（前年同四半期比10.9％減）となりました。
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セグメントごとの経営成績を示しますと、次のとおりであります。

　ａ．グローバル事業

　2022年５月成立の経済安全保障推進法を背景に、大手企業・大手SIerが調達先の見直しを行なっておりました。

その結果、安全な業務委託先として、フィリピンをベースとする当社に対する需要が当年度に大幅拡大する見込みで

す。この需要拡大に迅速に対応するため、グローバルＩＴ技術者の大量採用と教育を実施しています。

　 ・グローバル部門

　グローバル部門においては、ソフトウェアテストやその実行・管理の自動化、製品開発支援及びアプリケーション

開発分野での、日本における既存のピラー顧客からの受注が堅調に推移しております。PC/IT機器の分野では、グロー

バル大手PC/MFPメーカー複数社との取引が堅調に推移、また、AI先進分野の領域においては、グローバル大手製薬企

業などの医療領域をはじめとする新規受注を順調に拡大するなど、業界を代表する大手顧客を中心に、顧客のピラー

化に向けた積極的な取り組みを継続強化しております。一方で、当第２四半期以降のPC機器市場状況が、コロナ禍で

の在宅勤務特需水準からコロナ禍前水準に戻ると予測されるため、伸長が期待される他分野へのリソース転換を実施

しています。

　ピラー顧客を持つオートモーティブ分野においては、EV化にともなったIT技術者の需要が大幅に見込まれるため、

昨年度から国内Tier-1/Tier-2メーカーに対して継続的な提案を続け、第１四半期から新たな顧客との協業が継続して

います。今後も国内を始めグローバルの他のメーカーへの横展開を推進し、事業の拡大を目指します。

　AIソリューションの一つであるIVA(インテリジェントビデオ解析)技術を活用したEdge IoT/AIoT/AR領域に関して

は、引き続き製品外観検査等の工場DXに資するスマートファクトリーの分野において、協業が継続しており、今後は

同領域におけるさらなる横展開が期待され、協業提案を推進しています。

　AIによるデータ・アナリティクス領域においてもグローバル大手製薬企業との協業が進み、当社の Generative AI

技術を活用したPoCを経て、今後グローバルへの展開が期待されます。

　また、コロナ禍においてDXへの投資を大幅に控えていた顧客分野においても投資再開が始まっており、これをコロ

ナ禍後の大きなチャンスと捉え、さらには来年にかけて見込まれる旺盛な需要に対応すべく、戦略的投資を実施いた

しております。

　これら投資の内訳といたしましては、先端IT技術及びプロジェクトマネジメントスキルを中心とした人材に係る再

教育に加え、中途採用の増加や案件増加に伴う拠点拡充などが挙げられ、今後は既存のコア技術と併せて、ソリュー

ションの横串的展開を推進してまいります。中国の拠点においては、継続的な法人向けPC需要を基盤としつつも、当

第２四半期以降にPC機器市場状況がコロナ禍前水準に戻る予測を基に、リソース適正化を実施する一方で、中国拠点

の強みであるIT機器テスト技術領域を他の分野へ展開する準備を進めています。また、当社が出資を行っているシリ

コンバレーのベンチャーキャピタル「GoAhead Ventures」のオフィスにて、当社サテライトオフィスを開設している

米国での調査や、テクノロジー企業との協業に向けた取り組みを推進し、グローバルAI市場の拡大を見据えた、先進

技術に係る取り組みの継続強化を図ってまいります。

　 ・エンタープライズソリューション部門

　エンタープライズソリューション部門においては、これまで中心であった金融セクター、公共セクターに加え、製

造・流通セクターやその他サービスセクターの新規案件の立ち上げを推進しております。来期にかけて見込まれる当

社始まって以来の大型案件の拡大を見据え、また、経済安全保障推進法を背景としたオフショア推進の多国化の潮流

を受けて今後予想される人材リソースの不足に対応すべく、人材の再教育及び中途を含めた積極的な人材投資を実施

しており、当社グループの成長戦略に沿った取り組みを継続しております。

　引き続きグローバル事業の両部門において、盤石な既存事業のキャッシュを、新たなソリューションの開発、さら

には優秀な先端IT人材への積極的な採用・投資に振り向けることにより、今後さらなる成長を見据えた戦略の実現を

目指してまいります。さらには、人材を育成するための独自研修プログラム「ACTION」での採用及び研修を再開し、

優秀な人材の獲得・育成を強化しております。また、価格政策に加え、為替を含めた外部環境の変化に向けた対応に

ついての施策を推進いたします。

　既存の主要顧客の売上高の伸長及び高度な新ソリューションに係る受注は順調に拡大しており、さらなる需要見通

しの拡大を受け、第２成長フェーズに向けた積極的な人材投資を行っております。

　この結果、グローバル事業の売上高は2,131,088千円（前年同四半期比15.4％増）、セグメント利益は233,279千円

（前年同四半期比7.9％増）となりました。
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　ｂ．メディカル事業

　メディカル事業においては、子会社である株式会社エーアイエスの主力製品であるレセプト点検ソフト

「MightyChecker®」及びオーダリングチェックソフト「Mighty QUBE®」の引き合いは、引き続き順調に拡大しており

ます。戦略的商品である、次世代レセプトチェックシステム「MightyChecker® EX」についても、直販を中心に導入数

は堅調に推移いたしました。これら大手医療グループ内における横展開に加え、新型コロナウイルス感染症対策とし

てWEBを活用した営業・サポートへの移行により、さらなるダイレクトアカウント（直接販売）獲得、ソリューション

の重ね売り（顧客単価アップ）の推進を行っており、今後は当社ソリューション導入による経済効果を見据えた新価

格政策の取り組みを強化してまいります。

　また、医療クラウド新サービスSonaM（そなえむ）や、生損保向け新ソリューションの開発、その他データ分析（健

保組合・学会等）など、医療のデジタル化に関する新事業を積極的に立ち上げ、Mightyシリーズに次ぐ将来の「新た

なサブスクリプション型の収益源」の確保に向け、積極的な投資を実施し、さらなる収益率向上の実現に向けた施策

に取り組んでまいります。これら新施策の一つである、医療データベースを活用した支払審査検索エンジン「保険ナ

レッジプラットフォーム」の本格的な横展開を推進し、複数の生命保険会社との実証実験を含めた具体的な商談を経

て、受注を獲得しております。同時に、同プラットフォームにおける新たなDXメニューの開発にも着手しており、来

期以降の磐石なSaaS収益の発現に向けた取り組みを強化、今後は新たなサブスクリプション型メニューとして、保険

業界全体へ向けた本プラットフォームの浸透を図ってまいります。

　このように、医療の効率化や病院の経営改善ニーズの高まりを背景に、レセプト点検ソフトウェア市場におけるリ

ーディングカンパニーとして、サブスクリプションモデルによる盤石な収益基盤が構築されたことに伴う利益の増加

が、開発や人員強化、さらには2024年の医師の働き方改革に向けた新ソリューションや知財戦略に係る戦略的投資に

伴う支出の増加をこなし、セグメント利益は過去最高水準の高収益性を継続し、推移しております。

　利益面につきましては、前倒しにて実現した高収益構造の確立と、プロジェクト毎の徹底した収益管理及び継続的

なコスト削減等が奏功し、売上高セグメント利益率が59.8％と、引き続き高い収益性を達成いたしました。

　この結果、メディカル事業の売上高は798,236千円（前年同四半期比5.5％増）、セグメント利益は477,447千円（前

年同四半期比7.5％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

　 （資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は5,246,700千円となり、前連結会計年度末に比べ408,552千円増

加しました。これは主に、その他に含まれる未収還付法人税等が82,974千円減少したものの、現金及び預金が

193,447千円、受取手形、売掛金及び契約資産が308,553千円増加したことによるものであります。固定資産は

1,202,021千円となり、前連結会計年度末に比べ242,950千円増加いたしました。これは、有形固定資産が97,230千

円、無形固定資産が17,691千円、投資その他の資産が128,028千円増加したことによるものであります。

　 （負債の部）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は1,687,357千円となり、前連結会計年度末に比べ350,802千円増

加しました。これは主に、買掛金が59,227千円、未払法人税等が66,438千円、契約負債が46,282千円、賞与引当金

が96,338千円増加したことによるものであります。固定負債は391,022千円となり、前連結会計年度末に比べ20,769

千円増加しました。これは主に、リース債務が7,125千円減少したものの、繰延税金負債が10,449千円、退職給付に

係る負債が14,627千円増加したことによるものであります。

　 （純資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は4,370,340千円となり、前連結会計年度末に比べ279,930千円増加

しました。これは主に、配当金の支払129,219千円、親会社株主に帰属する四半期純利益300,512千円の計上により

利益剰余金が171,293千円、為替換算調整勘定が121,163千円増加したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想につきましては、2023年５月11日の「2023年３月期 決算短信」で公表しました通期の連結業績予想

に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,671,780 3,865,227

受取手形、売掛金及び契約資産 877,352 1,185,905

その他 310,509 212,000

貸倒引当金 △21,494 △16,433

流動資産合計 4,838,148 5,246,700

固定資産

有形固定資産 58,781 156,012

無形固定資産

ソフトウエア 20,323 13,963

使用権資産 148,468 172,519

無形固定資産合計 168,791 186,483

投資その他の資産

繰延税金資産 302,741 308,444

その他 428,756 551,081

投資その他の資産合計 731,497 859,525

固定資産合計 959,071 1,202,021

資産合計 5,797,219 6,448,721
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 56,302 115,530

短期借入金 100,000 100,000

リース債務 83,081 113,107

未払法人税等 78,311 144,749

契約負債 695,707 741,989

賞与引当金 54,412 150,750

その他 268,740 321,230

流動負債合計 1,336,555 1,687,357

固定負債

リース債務 61,872 54,746

繰延税金負債 183,528 193,977

退職給付に係る負債 108,596 123,223

資産除去債務 16,256 19,074

固定負債合計 370,253 391,022

負債合計 1,706,809 2,078,380

純資産の部

株主資本

資本金 799,706 804,585

資本剰余金 704,322 709,201

利益剰余金 2,737,681 2,908,975

自己株式 △295,612 △295,612

株主資本合計 3,946,098 4,127,150

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 71,248 58,393

為替換算調整勘定 128,156 249,319

退職給付に係る調整累計額 △55,262 △64,685

その他の包括利益累計額合計 144,142 243,027

新株予約権 168 162

純資産合計 4,090,409 4,370,340

負債純資産合計 5,797,219 6,448,721
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高 2,602,662 2,929,925

売上原価 1,576,853 1,812,528

売上総利益 1,025,809 1,117,396

販売費及び一般管理費 524,231 576,233

営業利益 501,577 541,162

営業外収益

受取利息 153 1,535

持分法による投資利益 4,874 2,856

保険解約返戻金 21,837 －

その他 2,594 935

営業外収益合計 29,460 5,327

営業外費用

支払利息 792 3,401

リース支払利息 6,755 4,340

為替差損 25,592 65,310

その他 3,141 6,811

営業外費用合計 36,281 79,863

経常利益 494,756 466,626

特別利益

固定資産売却益 － 9

特別利益合計 － 9

特別損失

固定資産除却損 － 0

特別損失合計 － 0

税金等調整前四半期純利益 494,756 466,636

法人税等 157,539 166,123

四半期純利益 337,216 300,512

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 337,216 300,512
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

四半期純利益 337,216 300,512

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 34,045 △12,855

為替換算調整勘定 96,726 121,163

退職給付に係る調整額 △2,742 △9,423

その他の包括利益合計 128,029 98,885

四半期包括利益 465,245 399,398

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 465,245 399,398

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 106,409 9.00 2022年３月31日 2022年６月24日

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2023年４月１日　至 2023年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 129,219 11.00 2023年３月31日 2023年６月28日

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　 該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

グローバル
事業

メディカル
事業

計

売上高

　外部顧客への売上高 1,846,318 756,344 2,602,662 2,602,662 － 2,602,662

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

22,182 － 22,182 22,182 △22,182 －

計 1,868,500 756,344 2,624,844 2,624,844 △22,182 2,602,662

セグメント利益 216,134 443,980 660,115 660,115 △158,537 501,577

(注) １．セグメント利益の調整額△158,537千円は、主に報告セグメントに帰属していない一般管理費等の全社費用

であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

グローバル
事業

メディカル
事業

計

売上高

　外部顧客への売上高 2,131,088 798,236 2,929,325 600 2,929,925 － 2,929,925

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

17,491 － 17,491 － 17,491 △17,491 －

計 2,148,579 798,236 2,946,816 600 2,947,416 △17,491 2,929,925

セグメント利益 233,279 477,447 710,726 300 711,026 △169,863 541,162

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに該当しない、ISMS認証維持支援コンサルタント業務であります。

２．セグメント利益の調整額△169,863千円は、主に報告セグメントに帰属していない一般管理費等の全社費用

であります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

（重要な後発事象）

2023年9月21日開催の取締役会に基づく新株予約権の発行

　2023年9月21日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定による、ストックオプショ

ンとしての新株予約権を当社の従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対する報酬等の一部として発行する

ことを決議し、2023年10月31日に発行いたしました。

(1) ストックオプションとしての新株予約権を発行する理由

　 中長期的な当社の業績及び企業価値拡大へのコミットメントと、より一層意欲及び士気を向上させ

、当社の結束力をさらに高めることを目的として、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員

に対して、有償にて新株予約権を発行するものであります。

(2) 新株予約権の発行要領

1. 新株予約権の発行日

　 2023年10月31日

2. 付与対象者の人数及び割当個数

　 当社の従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員17名に対して3,560個（1個につき100株）
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3. 新株予約権の払込金額

本新株予約権１個あたりの発行価額は、1,800円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株式会社プ

ルー タス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルであるモン

テカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したものであります。

4. 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　 当社普通株式356,000株

5. 新株予約権の行使に際しての払込金額

　 1株につき1,298円

6. 新株予約権の行使期間

　 2026年７月1日から2030年10月31日まで

7. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額

　 ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項

に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じる場合は、これを切

り上げるものとする。

　 ② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

8. 新株予約権の譲渡制限

　 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

9. 1株当たりの公正な評価単価

　 2026年３月期の営業利益17億円を目標とした業績条件に基づくもの 397円

2028年３月期から2030年３月期のいずれかの事業年度の営業利益23億円を目標とした

業績条件に基づくもの 468円

　


